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１．財政見通しの目的

（1）策定の目的
　財政見通しは、令和４年度からスタートした第２次磐田市総合計画後期基本

計画にあわせて策定した「中期財政計画」について、現時点での総合計画の進

捗や経済状況、国や県の施策等の情勢変化を反映し、今後の３年間を見通すた

めに策定するものです。

　また、総合計画の着実な推進を補完するとともに、財政的視点に立った収支

見通しと財政健全化の目標を示すもので、作成にあたっては、持続的に健全な

財政運営を行うことを基本に、実施計画に基づく主要事業やその他の経費の増

減などを反映させています。

（2）総合計画実施計画等との整合
　策定に当たり、総合計画の実施計画に掲載された事業については、投資的経
費等に反映し、これらの事業に伴い想定される歳入（国・県補助金、起債等）
についても考慮しています。
　なお、実施計画にない経費については過去の実績等を踏まえた試算となって
います。
　また、現行の行財政制度を前提に策定するため、今後の社会経済情勢の変化
や諸制度の変更については、次年度以降の策定時に見直して反映していきま
す。

（3）「財政見通し」の期間、対象
①期間

　令和７年度から令和９年度までの３年間

②対象

　一般会計
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２．財政健全化の目標

（１）健全化の数値目標

　健全な財政運営を維持していくため、令和４年度からスタートした第２次磐田市

総合計画後期基本計画における指標・目標値を踏まえ設定します。

　なお、この目標値は、見通し期間の最終年（令和９年度）における目標として設

定しています。

　①経常収支比率　　９２％以下

　経常収支比率は、地方公共団体の財政の弾力性を判断する指標で、市税などの
毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）に占める、人件費や公債費
（借金返済費）、扶助費（社会保障費）など、毎年度経常的に支出される経費の
割合のことです。
　経常一般財源は市税収入が増加傾向にあるものの、経常経費も少子高齢化の進
展による扶助費の増加や物価高騰の影響などにより増加傾向であり、今後も比率
の大幅な改善は見込みにくい状況です。できる限り財政の弾力性の維持を図るた
め、令和９年度における経常収支比率の数値目標を「92％以下」と設定しまし
た。
　なお、令和５年度の全国自治体平均は90.1％、本市は87.4％となっています。
　また、令和６年度の本市は95.5％となっています。

　②全会計の市債残高　　９５０億円以下

　地方債は、市の実施する大規模事業の負担が一時期に集中することを防ぎ、そ

の恩恵を受ける世代間の負担の公平を図る観点から必要な財源ですが、過度の起

債は将来に大きな負担を残すこととなります。

　市債残高については、特別・企業会計では減少傾向にあるものの、一般会計に

おいては増加傾向にあります。大規模事業等への財源として、令和７年度までは

合併特例事業債を可能な限り有効活用し、令和８年度以降は交付税算入など少し

でも有利な市債を検討し、償還年限や据置期間の設定、事業の精査、基金など他

の財源を活用することなどにより、借入の抑制に努めます。

　なお、令和６年度末の市債残高は920億円となっています。

　③財政調整基金の残高　４０億円を下回らない

　財政調整基金は、急激な税収の落ち込みや大規模自然災害の発生などの不測の

事態に備えるとともに、今後見込まれる社会保障経費の増加などに対応するため

に積み立てるものです。市税収入は、世界情勢や金融資本市場の変動による影響

を受けやすく不透明な状況である一方、経常経費は、人件費や扶助費の増、物価

高騰の影響などにより物件費なども増加が見込まれること、また、財政規模の拡

大や近年自然災害が多発していることを踏まえ、最低限の水準として、令和９年

度末における基金残高の数値目標を「40億円を下回らない」と設定しました。

　なお、令和６年度末の残高は75億７千万円となっています。
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３．財政見通し

【財政見通し（令和７年度～９年度）  一般会計】 （単位 百万円）

令和７年度 令和８年度 令和９年度
市税・交付税 36,184 36,956 36,980

国・県支出金 17,941 17,430 18,177

市　　債 15,279 3,794 4,085

そ　の　他 17,566 16,221 16,256

86,970 74,401 75,498

人　件　費　　 12,112 12,775 12,558

退職手当を除く 11,856 12,292 12,291

一般行政経費 38,830 38,348 39,316

うち扶助費 16,169 17,061 17,744

投資的経費 22,366 9,702 10,265

公　債　費 5,764 6,001 6,099

そ　の　他 7,898 7,575 7,260

86,970 74,401 75,498
※令和７年度は当初予算

【主な財政指標の推移(見込み）】

令和７年度 令和８年度 令和９年度

92.6% 91.5% 91.8%

一 般 会 計 654億円 637億円 623億円

全 会 計 1,006億円 977億円 963億円

65.7億円 54.6億円 40.6億円

【今後の課題及び対応】
　歳入面では、個人市民税が賃金の増加などにより持ち直しの傾向にありますが、市税全

体では世界情勢や金融資本市場の変動により先行きが不透明な状況であり、一般財源の大

幅な増加は見込めない状況です。

　歳出面では、人件費や扶助費の増、燃料価格や資材価格など物価高騰の影響による経常

経費の増加が見込まれています。また、普通建設事業費は、海岸堤防や向陽学府小中一体

校、消防庁舎の整備など大型事業の進捗に伴い、令和７年度にピークとなります。令和８

年度には一旦落ち着きますが、老朽化に伴う公共施設の更新・長寿命化に係る経費につい

ては増加傾向にあることから、市債の借入、各種基金残高の減少も想定され、厳しい財政

状況となることが見込まれます。

　このため、事業の必要性を徹底的に検証の上、緊急性の低い事業は、延伸や休止も含め

た検討を行うなど、メリハリのある事業の選択と集中を一層進め、公共施設等総合管理計

画に基づく計画的な維持管理・更新による財政負担の平準化を図る必要があります。

　一方で、市税収入など自主財源の安定的な確保や、共創の取組による民間資金の活用な

ど財源確保に努め、子育て支援や企業誘致等による定住人口の確保、交流人口・関係人口

の拡大など、将来の発展を見据えた施策について挑戦を続け、持続可能でしなやかな財政

基盤の確立に継続して取り組んでいきます。

　総合計画後期基本計画の着実な推進に向けた財政見通しは以下のとおりです。

財政調整基金残高

合　　計

市債
残高

歳

入

経常収支比率

歳
　
出

合　　計
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資 料 編



４．財政見通し(性質別詳細）
７年度

※当初予算
前年度
増減額

前年度
増減額

39,996 39,181 △ 815 38,919 △ 262

29,534 30,206 672 30,030 △ 176

358 358 0 1,654 1,296

690 690 0 690 0

84 84 0 84 0

1,136 1,136 0 1,136 0

5,246 3,958 △ 1,288 2,775 △ 1,183

300 300 0 300 0

2,648 2,449 △ 199 2,250 △ 199

46,974 35,220 △ 11,754 36,579 1,359

699 699 0 699 0

4,780 4,922 142 5,071 149

130 130 0 130 0

218 218 0 190 △ 28

6,650 6,750 100 6,950 200

1,277 1,277 0 1,277 0

13,042 12,262 △ 780 12,758 496

4,899 5,168 269 5,419 251

15,279 3,794 △ 11,485 4,085 291

86,970 74,401 △ 12,569 75,498 1,097

34,045 35,837 1,792 36,401 564

12,112 12,775 663 12,558 △ 217

うち退職手当 256 483 227 267 △ 216

うち退職手当を除く 11,856 12,292 436 12,291 △ 1

16,169 17,061 892 17,744 683

5,764 6,001 237 6,099 98

うち臨財債分 2,456 2,397 △ 59 2,308 △ 89

うち合併特例債分 2,250 2,552 302 2,535 △ 17

22,366 9,702 △ 12,664 10,265 563

8,458 3,074 △ 5,384 3,252 178

13,908 6,628 △ 7,280 7,013 385

0 0 0 0 0

30,559 28,862 △ 1,697 28,832 △ 30

13,888 13,536 △ 352 13,961 425

1,718 1,198 △ 520 1,043 △ 155

7,055 6,553 △ 502 6,568 15

619 467 △ 152 593 126

2,180 1,785 △ 395 1,246 △ 539

4,999 5,223 224 5,321 98

100 100 0 100 0

86,970 74,401 △ 12,569 75,498 1,097

繰出金

その他

歳
　
　
　
　
　
出

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

投資的経費

　　合　　計

補助

単独

災害復旧費

その他の経費

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

投資･出資･貸付金

地方交付税

国庫支出金

県支出金

市債

　　合　　計

歳
　
　
　
　
　
入

自主財源

市税

分担金･負担金

使用料･手数料

その他の交付金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

依存財源

地方譲与税

地方消費税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

（単位 百万円）

区　　　　　分

８年度 9年度
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【推計方法】 ※令和７年度は当初予算額

歳　　入
費　　目

市税

分担金･負担金･使用料･
手数料

繰入金

地方譲与税

地方消費税交付金

各種交付金

地方交付税

国・県支出金

市債

その他の収入

歳　　出
費　　目

人件費

扶助費

公債費

投資的経費（補助）

投資的経費

物件費

補助費等

積立金

投資･出資･貸付金

繰出金

その他の経費 令和７年度予算額をもとに、過去の伸び率等を踏まえ試算

令和７年度予算額をもとに計上

令和７年度予算額をもとに試算
退職手当基金への積立について、定年延長に伴い、年度間の負担の平準化を図
るための積立を想定

投資的経費に係る部分は、実施計画事業費に対応する額を計上
上記以外は、令和７年度予算額をもとに扶助費の増加に対応する額を反映

投資的経費に対応する額をもとに計上

令和７年度予算額、経済情勢等をもとに試算

普通交付税は、令和７年度の決定額をもとに、年度ごとの税収や公債費等の算入
見込みなどを考慮し試算
特別交付税は、令和７年度予算額をもとに計上

令和７年度予算額をもとに、制度改正等を考慮し計上

特別会計の計画等をもとに試算

令和７年度予算額をもとに、過去の伸び率を踏まえ試算
実施計画事業等は個別に積み上げ

企業会計の計画等をもとに試算

令和８年度以降は決算（R2～R6）における割合で案分し算出

実施計画に掲載された概算事業費に基づき計上

令和７年度予算額をもとに、物価高騰等を踏まえ試算

令和７年度予算額をもとに、過去の伸び率を踏まえ試算
実施計画事業等は個別に積み上げ

令和７年度予算額をもとに試算

令和７年度予算額をもとに計上

考　　　え　　　方

既発債及び将来発行予定の市債の元利償還額を見込み試算

経済情勢等を考慮し試算

財政調整基金は、各年度の収支不足に対する繰入れを見込む
津波対策事業基金等は実施計画事業費を中心に充当するため繰入れ

考　　　え　　　方

職員数は退職者数にかかわらず、年齢バランスに配慮して試算
退職手当は定年・普通退職者分および定年延長を踏まえて試算
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【歳入・歳出額の推移（一般会計）】

（1）歳入額の推移

（2）歳出額の推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

６年度

（決算）

７年度

（当初予算）

8年度 ９年度

12,070 12,112 12,775 12,558

11,733 13,888 13,536 13,961

16,870
16,169 17,061 17,744

6,424
7,055 6,553 6,568

13,828

22,366

9,702 10,265

5,259

4,999

5,223 5,321

5,419

5,764

6,001
6,099

4,456

4,617

3,550 2,982

人件費 物件費 扶助費 補助費等 投資的経費 繰出金 公債費 その他

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

６年度

（決算）

７年度

（当初予算）

8年度 ９年度

27,875 29,534 30,206 30,030

7,650 7,104 7,246 7,367

6,951 6,650 6,750 6,950

17,326 17,941 17,430 18,177

6,211

15,279

3,794 4,085

11,675

10,462

8,975 8,889

市税 譲与税・交付金等 地方交付税 国・県支出金 市債 その他

百万円

百万円

77,688

76,059

86,970

74,401 75,498

86,970

74,401 75,498
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【年度末市債残高の推移（見込み）】

（１）全会計の合計残高

※端数処理のため、各会計の数値を加えたものと合計値が一致しない場合があります。
　（次ページのグラフについても同じ）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

6年度 7年度 8年度 9年度

55,672 

65,426 63,728 62,266 

36,245 

35,117 
33,970 

34,038 

123 

78 

37 

14 

市債残高の推移（見込み）

一般会計 企業会計 特別会計

92,040 

100,621 
97,735 96,318 

百万円
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（２）一般会計分

（３）特別会計・企業会計分

0

10,000

20,000

30,000

40,000

6年度 7年度 8年度 9年度

24,313 23,485 22,853 23,067 

6,554 
6,446 6,356 6,313 

5,378 

5,186 4,761 4,658 

123 
78 37 14 

特別・企業会計における市債残高の推移（見込み）

下水道事業 水道事業 病院事業 駐車場事業

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

6年度 7年度 8年度 9年度

9,835
13,721

16,655
19,730

22,111

30,390

28,109
25,839

23,726

21,315 18,964 16,697

一般会計における市債残高の推移（見込み）

通常分 合併特例 臨財債

55,672

65,426 63,728
62,266

36,368 35,195 34,007 34,052 

百万円

百万円
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【財政調整基金（一般会計）の年度末残高の推移（見込み）】

【一般会計基金全体の年度末残高の推移（見込み）】

7,570

6,579

5,464

4,065
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1,000
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5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

6年度 7年度 8年度 9年度

百万円
財政調整基金の推移（見込み）

年度末残高 目標値（40億円）

0
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4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

6年度 7年度 8年度 9年度

7,570

6,579

5,464

4,065

296

213

229

246

2,406

1,350

90

181

297

386

372

358

585

737

620

746

2,000

2,000

2,000

2,000

344

77

76

74

一般会計基金残高の推移（見込み）

財政調整基金 公共施設整備基金 津波対策事業基金 しっぺいこども福祉基金
職員退職手当基金 地域振興基金 その他

13,498

11,342

8,851

7,670

百万円

－ 9 －


